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 東日本旅客鉄道株式会社 社長の冨田です。本日はお忙しいなか、決算説明
会に大変多くの方にお集まりいただき、ありがとうございます。また、日頃から当
社に関心を持っていただいていることについて、御礼申し上げたいと思います。 
 

 本日は、2014年3月期決算と今後の会社の経営の方向について、ご説明します。 
 

 2014年3月期は、台風や雪などの自然災害が多く、苦労の多かった年でしたが、
一定レベルで収入を確保することができました。 
 

 一方で、今年2月には、京浜東北線川崎駅で列車脱線事故がありました。回送
電車で、お客さまが死傷されることはありませんでしたが、鉄道輸送を基幹とす
る会社として考えなければならない点が非常に多い事故でした。私自身を含め
て、もう一度、安全について、どこに弱点が隠れているのかを考え直したいと思
います。 

 
 2015年3月期は、「安全・安定輸送」を基本に、お客さまの信頼を勝ち得て、収入
を確保し、将来の成長に向けたキャッシュ・フローを確保していくことを目標に進
んでいきたいと考えています。 
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 2012年10月に発表しましたグループ経営構想Ⅴの進捗状況につきまして、ご説
明します。 
 

 内容については、既にご承知の通りです。鉄道事業・生活サービス事業を通じて、
地域の生活を豊かに安定したものにしていくことが、当社グループの第一の使
命だと考えています。 
 

 その「変わらぬ使命」を果たしながら、将来の無限の可能性を信じて、社員自体
がオープンマインドを持って、とかく閉鎖的と言われる鉄道業界の中にあっても
外に向かっていくというマインドを強く持って行こう、ということを目指したもので
す。 
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 まず、安全の問題です。 
 

 今年2月に、川崎駅列車脱線事故がありましたので、もう一度気持ちを新たに取
り組んでいきます。 
 

 これから5年間の安全に関する「グループ安全計画2018」をまとめたところです。
この計画に沿って、5年間で約1兆円の安全投資を行います。 
 

 現在、毎年度の設備投資は5,500～6,000億円程度ですので、その3分の1程度を
安全関係に投資し、引き続き、安全な鉄道、災害に強い鉄道づくりを第一の基本
にしたいと思います。 

 
 2014年3月期から本格的にスタートさせた総額約3,000億円の耐震補強対策は、
首都圏を中心に対策を進めていますが、2013年度末でおおむね3割の工事が進
捗しました。首都圏において大震災が起こったとしても、被害を最小限に食い止
める鉄道をつくっていきたいと思います。 
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 第2の課題は、サービス品質の改革です。 
 

 人口が減っていく時代に、鉄道の輸送量は減少するというのが基本的なトレンド
と見られがちですが、品質の高い鉄道サービスを提供することによって、1人当
たりの移動回数を増やし、流動人口を増やし、輸送量を増やしていくことができ
ると考えています。そのためにも、輸送サービスの品質改革が非常に重要だと
思います。 
 

 安全を大前提に、東京圏では、ネットワークの充実をはかります。上野東京ライ
ンが来年春には完成します。上野での乗り換えがなくなることで、所要時間短縮
と大幅な混雑緩和が東京～上野間で実現します。ネットワーク充実を通じて、東
京圏における近距離のお客さま流動を増やし、かつ、私たちのシェアを増やすこ
とを目指します。 

 
 もう一つは、都市間ネットワークの拡大です。いよいよ来年春に北陸新幹線が金
沢まで開業します。東京～金沢を約2時間半で結びます。これにより、東京～金
沢の地域間流動を、飛行機も含めて増やし、そして、当社のシェアも伸ばしてい
きたいと考えています。お客さまの流動を活性化することを通じて、地域経済の
活性化にも貢献したいと思います。 
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 3点目は、地域との連携強化です。鉄道だけではなくて、まちづくり・都市づくりを
通じて、駅を魅力あるものとし、駅を中心とした街をつくります。そして、地域間流
動を増やし、地域の経済活力を高めていくことを目指しています。 
 

 東京圏では新宿・渋谷・横浜・千葉、東北では仙台のプロジェクトの工事が、すで
に始まっていますが、これから品川開発プロジェクトも動き出す見通しになってき
ました。品川開発プロジェクトは関係者が多く、協議に時間がかかっていますが、
今年度はより具体的な計画策定を進めていきたいと考えています。 
 

 観光を通じて地域が元気になり、地域間の流動を大きくすることは、私たちの非
常に大きな使命だと考えています。東北地方・信越地方について、デスティネー
ションキャンペーンなどを通じ、地域の方々と一緒になって、地域を盛り上げて新
しい魅力の発見・情報の発信を、行っていきたいと思います。 
 

 その他、「乗ること自体が魅力のある列車づくり」として、TOHOKU EMOTIONや
SL銀河などの運行を開始しました。2016年春以降の運行開始を目指して、ク
ルーズトレインも計画しています。 
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 将来に向けた「無限の可能性の追求」として、技術革新については、すでに2014
年3月から烏山線で蓄電池電車ACCUM（アキュム）の運行を始めました。 
 

 さらに、北東北での風力発電・太陽光発電・地熱発電など再生可能エネルギー
基地の開発も進めていきます。 
 

 ICTの活用として、2017年秋には、埼京線にATACSという無線列車制御システム
を投入します。2020年には、常磐線各駅停車に、CBTCというフランスのタレス社
の無線列車制御システムを導入します。無線列車制御システムにより軌道回路
をなくすことで、メンテナンスコストを削減し、より安全安定輸送に資する鉄道を
つくっていきたいと思います。 
 

 その他、京浜東北線で試験運転を始めている線路設備モニタリング装置などを
投入することで、より安全な鉄道をつくると同時に、メンテナンスコストを抑えるこ
とを追求していきます。 

 



 グローバル化という課題に向けて、いくつかのプロジェクトが動き出しています。 
 

 タイのバンコク・パープルライン、インドネシアの車両譲渡・技術支援などを行っ
ていますが、確実に今後とも進めていきたいと思います。 
 

 4月には、ロンドン事務所も新しく開設しました。 
 

 鉄道車両製造事業については、総合車両製作所（J-TREC）を中心に、着実に業
務量を拡大していきます。 
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 2017年3月期の数値目標についてご説明します。 
 

 今回、2013年度決算をふまえ、2014年度以降の3年間の数値目標を立てました。 
 

 営業収益は全体で2兆7,910億円、あと一歩で2兆8,000億円というところまで来て
います。今回の計画では、今後開業する整備新幹線の影響を含めていませんの
で、鉄道運輸収入にこれを加味すると、2兆8,000億円を上回ることもできるので
はないかとみております。 
 

 営業利益は4,120億円と計画しました。 
 

 今後の課題は、駅スペース活用事業の伸び悩みです。駅の中の耐震補強工事
が続くことや、リニューアルが続くことが、その要因の一つです。15年ほど前に、
エキナカのステーションルネッサンスが始まり、現在、ちょうど更新期に来ていま
す。この時期を乗り越えれば伸びると期待しています。 
 

 一方、ショッピング・オフィス事業は、新宿などの開発プロジェクトが進みますの
で、着実に収益・利益が上がっていくと見ています。 
 

 全体として、これから数年の間に進む大きな成長投資のプロジェクトを着実に実
行できるだけのキャッシュ・フローを稼ぎ出すことにより、成長力を確実なものに
していきたいと考えています。 
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 最後に、キャッシュフローの使途です。この3年間で約1.8兆円の連結営業キャッ
シュフローが生まれると見ています。 
 

 このうち約1.6兆円は設備投資に回す計画です。内訳として、約1兆円が維持更
新投資、さらにそのうちの約6,500億円を安全投資に配分します。成長投資には
約6,000億円を回し、着実に進めていくことで、この3年間のさらに先の成長を目
指していきたいと考えています。 
 

 株主還元につきましては、総還元性向33％というターゲットを目指して、安定した
配当の実施に加え、自社株の取得を進めてまいりたいと思います。 
 

 債務削減については、従来から申し上げているとおり、有利子負債残高3兆円を
目標に、着実に削減をはかります。 
 

 これから3年間、計画では、それほど大きな数字的な伸びは出てきておりません
が、むしろ、この3年間に、その次の3年ないし5年に向けた成長を担保するため
の投資をきちんと行うことができるよう、安全・安定輸送をベースとして、鉄道事
業・生活サービス事業を着実に展開してまいる所存です。 

  
 私からは以上です。 
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 常務取締役の一ノ瀬です。私からは、2014年3月期決算と2015年3月期業績見
通しについて説明します。 
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 初めに、単体決算です。 
 

 2014年3月期の営業収益は、景気回復に伴う堅調なご利用に支えられて運輸収
入が大きく増加したことなどから、大幅な増収となりました。 
 

 一方で、物件費が増えたことなどから、営業費用は増加しました。 
 

 これらの結果、増収増益となりました。 
 

 さらに、営業外損益、特別損益とも改善したことから、経常利益、当期純利益とも
に大幅な増益となりました。 
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 鉄道運輸収入の実績と主な増減要素です。 
 

 鉄道運輸収入は、対前年100.9％で149億円の増でした。 
 

 定期外収入については、新幹線、在来線ともに台風、大雪などの災害の影響が
大きい年でしたが、景気回復を受けた基礎収入の増などにより、増収となりまし
た。 
 

 さらに、新幹線では、大人の休日倶楽部などの営業施策、新幹線高速化など、
インバウンド収入、連休などでのお出かけなどが好調に推移しました。また、在
来線では、東京メトロ副都心線と東急東横線相互直通の影響がありましたが、
連休などのご利用が好調に推移しました。 
 

 定期収入については、見積り方法の変更を行った影響で減収になりました。この
点について、もう少し詳しく説明します。 
 
 

14 



 定期収入については、有効期間に応じて、収入を按分しています。翌期に対応
すると考えられる分は、前受運賃として負債に計上し、翌期に収入に計上される
仕組みです。 

 
 この前受運賃の見積り方法を、発売日を基にする算出方法から、有効開始日を
基にする算出方法に変更することにしました。 

 
 消費税率の引き上げに伴い、定期券の有効開始日前の発売が大きく増えること
から、有効開始日をもとに算出するほうが、より合理的な前受運賃の計上額にな
るため、このような変更を行いました。 

 
 変更により、前受運賃として見積もられる金額が増え、2014年3月期に残る運輸
収入が減少することとなり、対前年で△約60億円の減要素となりました。 
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 2015年3月期の鉄道運輸収入の計画です。鉄道運輸収入合計で対前年234億
円増で101.4%の計画としています。 
 

 記載されている基礎トレンドに、個別の増減要素を足して計画を作成しています。 
 
 定期収入では、見積り方法の変更による影響の他、消費税増税によって割引率
の高い6箇月定期へのシフトが進んだことによる減を見込んでおります。 
 

 2014年3月期に続き、基礎トレンドもプラス傾向と見ていますが、個別の増減要
素として、定期外収入の在来線関東圏では、台風・大雪の反動増などを見込ん
でおります。 
 

 また、新幹線では、新幹線高速化など、インバウンド、台風・大雪の反動増など
を見込んでおります。 
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 2014年3月期の営業費用は、対前年101.1％で167億円の増となりました。 
 

 人件費は、単価差などによる減があったものの、賞与関係費用の増、雪害対応
などにより、増加しました。 
 

 物件費について、動力費では電力料金の値上げ、修繕費では車両修繕費の増
加があるほか、物件費その他の部外委託関係の費用が増加しています。 
 

 機構借損料等は、借受が終了した区間があることなどによって減少しています。 
 
 減価償却費は、設備投資の増などによるものです。 
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 2015年3月期の営業費用は、対前年101.2％で192億円の増で計画しています。 
 

 人件費は、会計基準の改正による退職給付費用の減などから、減少する計画と
しています。 
 

 物件費は、引き続き、動力費、修繕費が増加するほか、部外委託の進捗、シス
テム使用料の増などがあり、大きく増える見通しです。 
 

 これらをいかにコストダウンしていくかが課題と考えています。 
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 続いて、連結決算です。 
 

 2014年3月期は、駅スペース活用事業が減収減益となったものの、それ以外の
各セグメントで増収増益となり、全体でも増収増益の決算となりました。 
 

 駅スペース活用事業は、駅構内での工事による支障閉店、市中のコンビニとの
競合などもあり、やや苦戦しています。 
 

 営業外損益、特別損益とも改善したことから、経常利益、当期純利益ともに増益
となりました。 
 

 2015年3月期の計画はご覧の通りです。 
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 セグメントごとの実績と計画です。 
 

 運輸業は、鉄道が好調だったことなどから、増収増益となりました。 
 

 2014年度末には、北陸新幹線の金沢開業、上野東京ラインの開業がありますが、
この計画には含めていません。 

 
 2015年3月期についても、増収増益の計画としています。 
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 駅スペース活用事業は、営業収益では、駅構内での工事による支障閉店、会社
再編などがあり、減収減益となりました。 
 

 売上が落ちている店舗のてこ入れが今後の課題です。 
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 ショッピング・オフィス事業は、2013年3月期に開業した施設の通年寄与に加え、
既存店が好調に推移したことなどから、増収増益となりました。 
 

 2015年3月期については、大きな新規開業はありませんが、既存店の増収を積
み上げることで、増収増益の計画としています。 
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 その他セグメントは、2012年10月に開業した東京ステーションホテルのご利用が
好調であったこと、広告事業が好調であったことなどにより増収増益となりました。 
 

 2015年3月期は、北陸新幹線開業に関するシステム開発の増収が見込まれるも
のの、カード事業でのシステム更新による費用の増加などがあることから、増収
減益の計画としています。 
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 営業外損益及び特別損益です。 
 

 前期に計上した負ののれん発生益が今期はなかったものの、支払利息の減な
どによって営業外損益は改善しました。 
 

 また、災害に伴う受取保険金が減少したものの、減損損失が減少したことなどに
よって特別損益は改善しました。 
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 キャッシュ・フローの実績です。 
 

 税金等調整前当期純利益は増加しましたが、法人税等の支払額が増加したこと
などから営業キャッシュ・フローは減少しました。 
 

 その他、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローは
ご覧の通りでした。 
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 2015年3月期は、5,550億円の設備投資を計画しています。この中には、300億円
を上限とした重点枠が含まれています。 
 

 維持更新投資は、3,590億円の計画ですが、減価償却費の範囲内での計画とし
ています。 
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 2015年3月期の設備投資の主な項目です。 
 

 安全・安定輸送のための投資をベースとしつつ、今後の成長につながる投資を
行っていきます。 
 

 大規模地震対策、地上設備の老朽取替え、車両投資、生活サービス事業に対
する投資などを実施する計画です。これらの投資には、2015年3月期の営業
キャッシュフローを充当して実施します。 
 

 これに加え、300億円を上限とした重点枠を設定し、「グループ経営構想Ⅴ」に掲
げた諸施策の実施を加速させていきます。この重点枠には、2014年3月期の現
預金残高を充当します。 
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 有利子負債残高の推移です。債務を着実に削減していくという方針に従い、
2014年3月期では190億円の債務削減を行いました。 
 

 平均金利も着実に低下してきています。 
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 以下は、参考資料です。各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載
しておりますので、ご参照ください。 
 

 以上で説明を終わります。 
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